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企業活動と ODA によるグローバルヘルスへの⽀援の拡⼤に向けた要望書 
 

 我々「グローバルヘルスを応援するビジネスリーダー有志⼀同」は、製薬・医療機器
だけでなく ICT・商社・⾦融・⾷品メーカー・物流等、多岐にわたる業種の企業経営
者として、それぞれの得意分野における企業活動を通じて、誰もが必要な医療にアクセ
スでき、世界中の⼈々が健康である未来を創ることを⽬指す活動を⾏っています。 
 

 グローバルヘルス分野において、現地における企業活動と政府による ODA は⾞の両
輪だと我々は考えており、政府に対して、開発途上地域での国際協⼒活動においてグロ
ーバルヘルス分野への⽀援を拡⼤するよう累次にわたり提⾔を⾏なってまいりました。 

 

 昨年、厚⽣労働省が策定された国際保健ビジョンにおいて、「国際保健の取組の推進
は、国際貢献のみならず、国内の課題解決にもつながり、国益に寄与する」との観点が
⽰されたことを⼤変⼼強く感じております。また、我々の要望事項でもある「創薬基盤
の強化」、「国際機関における⽇本企業の製品等の調達促進」、「国際保健⼈材の育
成、活⽤」、「国際機関等への貢献」などが、貴省の重点的な取組として明確化いただ
いたことは、我々の企業活動を通じたグローバルヘルス分野における⽀援のさらなる強
化に資すると⼤いに期待しているところです。 
 

 他⽅、⽶国の新政権が同分野に対して⽅向転換を⽰す姿勢で不透明な状況が増してい
ます。このような状況下においてこそ、UHC の達成を保健外交の中⼼に据えてきた⽇
本が、WHO をはじめとする国際機関の構造改⾰を含め、グローバルヘルスの諸課題の
解決に向け、戦略的に⽀援を強化すべきです。そのために、単なる⽀援ではなくその国
の将来への先⾏投資と捉え、ODA を「触媒」として有効的に活⽤する必要もあると考
えます。 
 

 グローバルサウス諸国においては、アジアやインド太平洋に限らず、低所得国が多い
アフリカ地域の保健課題も深刻となっています。本年の 8⽉に横浜で開催される第 9
回アフリカ開発会議（TICAD 9）が、アフリカ地域の経済安全保障を巡る⽇本のリー
ダーシップを⽰す格好の舞台となることを期待しています。 

 

加えて、Gavi ワクチンアライアンス、世界エイズ・結核・マラリア対策基⾦、感染
症流⾏対策イノベーション連合等のグローバルヘルス分野における国際機関への資⾦拠
出の要請にしっかりと応えるとともに、その分が国際機関による⽇本企業の製品・サー
ビスの調達拡⼤につながり、現地における⽇本企業の事業が更に拡⼤し、利益と雇⽤も



⽣まれるという好循環を⽣み出す仕組みを構築・強化することで、「世界の健康を守
る」⽇本によるリーダーシップの更なる強化も期待できます。 

 

スタートアップとの協業⽀援や、気候変動由来の未曾有の健康災害に対するファンド
の創設等、これらの機関との連携は⽇本の DX新産業創出や安全保障強化にも繋がる
ことが期待できます。 

 

また、⽇本製品やサービス提供後のフォローとして、メンテナンスや保守サービスな
ど、現地でより継続的に活⽤いただくための仕組みづくりも必要だと考えます。 
 

 以上のような考え⽅に基づき、我々有志⼀同は、以下の具体的なアクションを着実に
実⾏するよう要望いたします。 
  



 

記 
 

1. 創薬基盤の強化・医薬品等の開発環境整備を推進しながら、国内市場への貢献に
留まらず、⽇本の研究開発⼒をグローバルヘルスの課題解決にも応⽤できるよ
う、途上国のニーズも踏まえた国内外における研究開発の⽀援を実⾏すること。 
 

2. ⽇本企業の製品・サービスの調達がグローバルヘルス分野の国際機関において促
進されるよう政府として⽀援する仕組みを強化すること。 

 
3. 重⼤な保健課題を抱えるグローバルサウス諸国への⽀援拡⼤に向け、TICAD 9

において、グローバルヘルス分野における⽇本の役割について積極的にコミット
メントを⽰すこと。 

 
4. 「世界の健康を守る」安全保障の強化は、⽇本国⺠の命を守ることにつながる。
ワイズスペンディングを徹底しつつ、⽇本の ODA総額におけるグローバルヘル
ス分野への⽀出を、デジタル技術やイノベーションなども含め、戦略的に拡⼤す
ること。また、ODA を触媒とした官⺠連携や課題解決型のインパクト投資を世
界で推進することで、⺠間の投資資⾦を動員させること。 

 
5. グローバルヘルス分野の国際機関への拠出⾦の要請に⽇本企業の意⾒も踏まえな

がら外務省と連携し、戦略的に応えること。特に、本年に増資会合を迎える
Gavi ワクチンアライアンス、及び世界エイズ・結核・マラリア対策基⾦に対す
る資⾦拠出について、⽇本が理事会の議席を継続できるよう積極的にプレッジす
ることで国際機関における⽇本の発⾔⼒を強化すること。 

 
6. 厚⽣労働省国際保健ビジョンに基づき、UHCナレッジハブ、関係省庁との連携

を促進し、国際保健外交をオールジャパンで総合的かつ戦略的に推進すること。
また、「国際保健⼈材プール」を通じて、グローバルヘルス分野で活躍できる⼈
材の育成および活⽤をさらに強化すること。 

 
 
 

以上 
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